
事 務 連 絡

平成２３年４月２６日

各都道府県財政担当課

各都道府県市町村担当課 御中

各指定都市財政担当課

総務省自治財政局財政課

平成２３年度補正予算（第１号）に伴う対応等について

政府は、東日本大震災からの早期復旧に向け、平成２３年４月２２日には平成

２３年度補正予算（第１号）の概算について、同月２６日には地方公共団体等に対

する特別の財政援助等について定める「東日本大震災に対処するための特別の財政

援助及び助成に関する法律案」のほか「平成２３年度分の地方交付税の総額の特例

等に関する法律案」等について閣議決定し、国会に提出することとしております。

また、同月１９日には東日本大震災の被災者等の負担の軽減を図る等のための「地

方税法の一部を改正する法律案」等を国会に提出したところであります。

これらに伴う財政措置等として別紙のとおり講じることを予定しておりますので、

お知らせいたします。

また、貴都道府県内の市町村に対しても速やかに措置の内容を御連絡いただくよ

うお願い申し上げます。
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（別 紙）

第１ 国の補正予算

政府は、平成２３年４月２２日に平成２３年度補正予算（第１号）の概算に

ついて閣議決定し（別添資料１参照）、この通常国会に提出する予定であるこ

と。

今回の補正予算においては、東日本大震災からの早期復旧に向け、年度内に

必要と見込まれる経費を計上し、歳出面で、東日本大震災関係経費４兆

１５３億円等を追加計上するほか、既定経費の減額３兆７，１０７億円の修正

減少額を計上していること。また、歳入面で、税外収入３，０５１億円を増額

計上していること。

この結果、一般会計予算の規模は、歳入歳出とも平成２３年度当初予算に対

し、３，０５１億円増加し９２兆７，１６７億円となっていること。

第２ 「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律案」

東日本大震災に対処するため、地方公共団体等に対する特別の財政援助等に

ついて定める「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関す

る法律案」（以下「特別財政援助法案」という。）を国会に提出することとし

ており、そのうち地方財政に関係するものの概要は次のとおりであること。

１ 特定被災地方公共団体等に対する補助等

大地震又は大津波により甚大な被害を被った特定被災地方公共団体（青森県、

岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県、新潟県及び長野県並びに

東日本大震災による被害を受けた市町村で政令で定めるもの）等に対し、以下

のとおり国による特別の補助等を行うこととしていること。

(1)「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」（昭和３７

年法律第１５０号）における特別の財政援助等の規定を特定被災地方公共団

体に適用すること。

(2) 上記(1)のほか、別添資料２に掲げる施設の災害復旧事業等に対する補助

等を行うこと。

２ 地方債の特例等

地方債の特例等として、以下のとおり歳入欠かん等債を発行できること等と

していること。

(1) 特別財政援助法案第８条関係

以下の場合において、東日本大震災による被害を受けた地方公共団体でそ

の区域の全部又は一部が特定被災区域（東日本大震災に際し「災害救助法」
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（昭和２２年法律第１１８号）が適用された市町村のうち政令で定めるもの

及びこれに準ずる市町村として政令で定めるものの区域）内にあるもの（以

下「特定被災区域団体」という。）は、平成２３年度及び平成２４年度以降

の年度であって政令で定める年度に限り、「地方財政法」（昭和２３年法律

第１０９号）第５条及び「災害対策基本法」（昭和３６年法律第２２３号）

第１０２条の規定にかかわらず、地方債をもってその財源とすることができ

ることとしていること。

① 地方税、使用料、手数料その他の徴収金で総務省令で定めるものの東日

本大震災のための減免で、その程度及び範囲が被害の状況に照らし相当と

認められるものによって生ずる財政収入の不足を補う場合

② 東日本大震災に係る災害予防、災害応急対策又は災害復旧で総務省令で

定めるものに通常要する費用で、当該地方公共団体の負担に属するものの

財源とする場合

(2) 特別財政援助法案第９条関係

「地方税法の一部を改正する法律案」及び「東日本大震災の被災者等に係

る国税関係法律の臨時特例に関する法律案」（以下「地方税法改正法案等」

という。）を国会に提出しているところであること。平成２３年度において、

これらの施行による地方税等に係る同年度の減収額を埋めるため、「地方財

政法」第５条の規定にかかわらず、同年度の減収額を勘案して総務省令で定

めるところにより算定した額の範囲内で、地方債を起こすことができること

とするとともに、同年度分の地方交付税に限り、減収見込額の７５％を基準

財政収入額に加算することとしていること。

第３ 補正予算等に係る財政措置

今回の補正予算においては、東日本大震災関係経費の追加に伴う地方負担が

生じること、また、東日本大震災により被害を受けた地方公共団体等において

地方税等の減収が見込まれることから、これらに関連して次のとおり財政措置

を講じる予定であること。

１ 特別交付税の増額

東日本大震災による被害状況は極めて甚大であり、今回の補正予算に係る災

害弔慰金の地方負担額、行政機能の維持や被災者支援に係る応急対応経費及び

被災地域の応援に要する経費等について、現段階において多額の経費が見込ま

れることから、これらの特別の財政需要に対応するため、平成２３年度分の地

方交付税の総額に１，２００億円を加算し、その全額を特例として特別交付税

とする措置を講じることとしていること。

以上の措置を講じるため、「平成２３年度分の地方交付税の総額の特例等に



- 3 -

関する法律案」を国会に提出することとしていること。

２ 追加の財政需要等に係る財政措置

(1) 追加の投資的経費等に係る財政措置

国の補正予算により平成２３年度に追加される災害復旧事業等投資的経費

に係る地方負担額等については、地方負担額の１００％まで地方債（災害復

旧事業債及び補正予算債）を充当できることとし、後年度においてその元利

償還金について以下のとおり地方交付税により措置することとしていること。

① 災害復旧事業債

ア 補助災害復旧事業債

補助災害復旧事業債の後年度における元利償還金については、その

９５％を公債費方式により基準財政需要額に算入することとしているこ

と。

イ 災害対策債（第２の２(1)②の地方債）

災害対策債の後年度における元利償還金については、その９５％を公

債費方式により基準財政需要額に算入することとしていること。

災害対策債のうち災害廃棄物処理対策（災害廃棄物処理事業及び漁場

復旧対策支援事業をいう。以下同じ。）に係るものの後年度における元

利償還金については、残余の５％を特別交付税により措置することとし

ていること。

なお、特定被災区域団体以外の団体については、災害廃棄物処理対策

に係る地方負担額の９５％を特別交付税により措置することとしている

こと。

ウ 一般単独災害復旧事業債

一般単独災害復旧事業債の後年度における元利償還金については、地

方公共団体の財政力に応じ、４７．５～８５．５％を公債費方式により

基準財政需要額に算入することとしていること。

② 補正予算債

補正予算債については、東日本大震災からの早期復旧に向け対応するた

めの特例として、後年度における元利償還金の８０％を公債費方式により

基準財政需要額に算入し、残余については単位費用により措置することと

していること。

(2) 地方税等の減収に係る財政措置

東日本大震災に伴う地方税等の減免及び地方税法改正法案等の施行による

地方税等の減収額を埋めるために発行する地方債（歳入欠かん債）について

は、後年度においてその元利償還金について以下のとおり地方交付税により
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措置することとしていること。

① 第２の２(1)①の地方債

後年度における元利償還金については、その７５％を公債費方式により

基準財政需要額に算入し、残余については各団体の財政力等に応じて最大

２０％を特別交付税により措置することとしていること。

② 第２の２(2)の地方債

後年度における元利償還金については、その１００％を公債費方式によ

り基準財政需要額に算入することとしていること。

なお、上記(1)及び(2)の詳細については、別途お知らせすることとしてい

ること。

(3) 地方債の対象とならない経費については、特別交付税により適切に対処す

ることとしていること。

３ 地方公営企業に係る財政措置

東日本大震災による被害を受けた地方公営企業が実施する施設の復旧に要す

る経費については、特別財政援助法案等により国の特別の補助を行うこととし

ているが、これに併せて、当該施設の早期復旧を図るとともに企業経営の安定

を図るため、東日本大震災に係る一般会計からの繰出基準の特例を設けること

とし、当該繰出金について災害復旧事業債を充当できることとしていること。

また、東日本大震災により被害を受けた地方公営企業における資金不足額等

については、資金手当のための公営企業債を充当できることとするとともに、

これに係る利子の一部について特別交付税により措置することとしていること。

なお、詳細については、別途お知らせすることとしていること。



平成23年4月22日

(単位 億円)

第一　一般会計予算の補正

歳出の補正額

（歳出の追加額）

40,153

4,829

3,626

350

257

485

112

3,519

12,019

10,438

1,581

4,160

6,407

1,200

8,018

4

40,157

（歳出の修正減少額）

△ 29,007

△ 8,100

△ 37,107

3,051

経 済 危 機 対 応 ・ 地 域 活 性 化 予 備 費 の 減 額

計

計

合 計

　④

⑴

災 害 対 応 公 共 事 業 関 係 費

⑵

　(ﾛ) 一 般 公 共 事 業 関 係 費

施 設 費 災 害 復 旧 費 等

災 害 関 連 融 資 関 係 経 費

そ の 他

そ の 他 の 経 費

　(ｲ) 災 害 救 助 費

被 災 者 緊 急 支 援 経 費

　(ﾛ) 災 害 援 護 貸 付 金

　(ﾊ) 生 活 福 祉 資 金 貸 付 事 業 費

　(ﾎ)

　(ﾆ) 災 害 弔 慰 金 等

平成２３年度一般会計補正予算（第１号）等について

災 害 救 助 等 関 係 経 費

　１

⑴ 東 日 本 大 震 災 関 係 経 費

　①

災 害 廃 棄 物 処 理 事 業 費

　(ｲ) 災 害 復 旧 等 事 業 費

　②

　③

地 方 交 付 税 交 付 金

　⑤

　⑥

　⑦

⑵

既 定 経 費 の 減 額

007758
テキストボックス
（別添資料１）



歳入の補正額

（歳入の追加額）

3,051

12,200

15,251

（歳入の修正減少額）

△ 12,200

3,051

　上記の補正により、平成23年度一般会計歳入歳出予算総額は、

第二 　特別会計予算の補正

第三 　政府関係機関予算の補正

⑴ 特 例 公 債 金

⑵ 公 債 金

計

そ の 他 収 入

それぞれ927,167億円となる。

　エネルギー対策特別会計、労働保険特別会計、漁船再保険及び漁業共済

( 備 考 )

　株式会社日本政策金融公庫について、所要の補正を行う。

保険特別会計など13特別会計について、所要の補正を行う。

　なお、計数については、それぞれ四捨五入によっているので、

端数において合計とは合致しないものがある。

合 計

⑴

　２



（単位：億円）

１． 東日本大震災関係経費 １． 税外収入

（１） 災 害 救 助 等 関 係 経 費 （１）
独立行政法人日本高速道路保有
・債務返済機構納付金

① 災害救助費 （２） 公 共 事 業 費 負 担 金 収 入

② 災害援護貸付金　

③ 生活福祉資金貸付事業費

④ 災害弔慰金等 ２． 公債金

⑤ 被災者緊急支援経費

（２） 災害廃棄物処理事業費

（３） 災害対応公共事業関係費

① 災害復旧等事業費

② 一般公共事業関係費

（４） 施設費災害復旧費等

（５） 災害関連融資関係経費

（６） 地方交付税交付金

（７） その他の東日本大震災関係経費

２． 既定経費の減額

（１） 子ども手当の減額

（２）
 高速道路の原則無料化社会実験の
 一時凍結に伴う道路交通円滑化推
 進費の減額

（３）
 基礎年金国庫負担の年金特別会計
 へ繰入の減額等

（４）
 周辺地域整備資金の活用に伴うエ
 ネルギー対策特別会計へ繰入の減
 額

（５） 政府開発援助等の減額

（６） 議員歳費の減額

（７）
 経済危機対応・地域活性化予
 備費の減額

合　　計 合　　計

(参考)  財政投融資計画

株式会社日本政策金融公庫等に対し、43,220億円を追加する。

(注１) 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。

(注２) 公債金の内訳 － 建設国債の増、赤字国債の減

(注３)

6,407

1,200

12,019

1,581

3,051

▲ 2,083

4,160

▲ 8,100

▲ 500

8,018

112

3,519

4,829

3,626

2,500

551

平成23年度補正予算フレーム

歳　　出 歳　　入

350

257

40,153 3,051

▲ 37,102

485 －

10,438

上記のほか、「独立行政法人雇用・能力開発機構法を廃止する法律案」が、施行期日とされていた平成23年4月1日までに成
立しなかったことに伴い、同法において「独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構」に名称を改めるとされていた
「独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構」について、その運営費4億円を計上する一方で、「独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構」の運営費を▲4億円減額している。この減額を合わせると、▲37,107億円となる。

▲ 1,000

▲ 24,897

▲ 501

▲ 22

3,051



（別添資料２）

施設名 補助率

① 公共土木等

○ 水道施設 団体ごとの事業費合計

○ 工業用水道施設 額の標準税収入の割合
○ 改良住宅 に応じて、１０分の８

○ 交通安全施設 から１０分の９

○ 街路、公園、河川、運河

○ 一般廃棄物処理施設

○ 集落排水施設（農業、漁業、林業）

② 社会福祉施設等

○ 小規模多機能型居宅介護事業所 ３分の２

○ 認知症高齢者グループホーム 〃

○ 老人デイサービスセンター 〃

○ 老人短期入所施設 〃

○ 老人介護支援センター 〃

○ 軽費老人ホーム 〃

○ 地域包括支援センター 〃

○ 身体障害者社会参加支援施設 〃

○ 障害者支援施設 〃

○ 地域活動支援センター 〃

○ 福祉ホーム 〃

○ 障害福祉サービス事業所 〃

○ 介護老人保健施設 ２分の１

○ 授産施設 ３分の２
③ 公共施設等

○ 警察施設 ３分の２

○ 市町村の仮庁舎、情報システム 〃

○ 消防施設 〃

○ 保健所 〃

○ 公立火葬場 〃
○ 公立と畜場 〃
○ 公的医療機関 〃

○ 中央卸売市場 〃

④ 民間施設

○ 政策医療を行う民間病院 ２分の１

⑤ 宮城県フェリー埠頭公社（仙台塩釜港）

○ 港湾施設 無利子貸付

⑥ 空港関連

○ 滑走路等、空港用地 １０分の８．５

○ 空港ターミナルビル 無利子貸付
⑦ 災害廃棄物処理 団体ごとの事業費合計

額の標準税収入の割合
に応じて、１０分の５

から１０分の９




